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-国連改革の実態を明らかにするための予備的考察-
秋　月　弘　子
はI tflに
2007年1月に播基文(Ban Ki-moon)氏が新国連事務総長に就任したこと
により,コフイ・アナン(Ko丘A. Annan)前事務総長の10年にわたる国連
改革努力の評価が行われるようになってきた". 2000年のミレニアム総会
において「ミレニアム宣言」 2)が採択されたことにより国連改革機運が高ま
り,また, 2005年の国連創設60周年を期に開催された世界サミットにおい
て「成果文書」 3)が採択されたことにより,人権理事会4)や平和構築委員会5)
が設置されるなど,国連の大きな組織改革が行われてきたことは周知の事実
である…　しかし,日本国内における国連改革議論は,おもに日本の常任理事
国入りを呪んだ国連安全保障理事会(以下,安保理)の改革に関するものが
中心であり6),そのような日本国内の議論が国連改革の全体像を正しく把捉
するものではないことも指摘されてきた7).
国連改革に関する議論は,安全保障から開発,人権,環境にいたるまで,
国連の活動すべてに及ぶものであり,また,改革の主体(改革をする側)お
よび客体(改革の対象となるもの)ち,安保理,人権委員会,事務局などの
国連内の機関から,国連とは別個の国際機構である専門機関,ひいては加盟
国にまで及ぶのである.したがって,何をもって国連改革と考えるかは,各
国,あるいは,国連システム内の各機関によって理解がまちまちであり,普
さに同床異夢の状況にある.たとえば,アメリカにとっての国連改革は事務
局改革であり8),日本にとっての国連改革は安保理改革であり,途上国にとっ
ての国連改革は開発援助問題である,というような状況である.
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これは,ひとつには「国連とはいったい何であるのか」 9)という基本的な
問質にもかかわることであり,国連改革を論じる場合には,国連のどのよう
な活動に関する,国連のどの機関の,何を目的とした改革なのか,を明確に
し,詳細に議論しなければ,国連で実際に行われている改革の実態を正確に
理解することはできないと思われる.
ところで,国連の活動については,安全保障,開発,人権の3つが国連シ
ステムの柱であり,集団安全保障および福利の基礎であるとされている10)
そして,貧困,人権抑圧および社会的不平等が紛争の根本原因となり,紛争
後の復興から長期的な開発への継ぎ目のない移行(seamless transition)が
紛争の再発防止あるいは永続的な平和の定着に重要な役割を担うなど,安全
保障,開発,人権の三分野は,相互に関連し,補完しあっている.その中で
も開発援助活動は,国連の資金と人材の多くを投入し,国連白身が国際社会
における主要な行為主体(アクター)として11)自ら業務活動(operational
activities)を行っている.したがって,各国の外交交渉の「場(forum)」と
しての国連だけでなく,国際社会におけるアクターとしての国連の改革を論
じる場合には,そのような国連の業務活動に関連する改革にも目を向ける必
要があると思われる.
そこで本稿では,国連改革の実態を明らかにするための予備的考察として,
開発分野における国際的な改革動向を明らかにすることを且的とする.
1…　開発問題の国際的潮流
2000年9月の国連ミレニアム総会は,21世紀における国際社会の目標を「ミ
レニアム宣言」として明記したが,その中で,すべての人々が開発の権利を
実現し,欠乏から解放されるべきことを宣言した12)翌2001年には　9.ll
同時多発テロが発生し,国際社会がテロ対策に取り紅む中で,テロの温床と
なりうる「貧困」という問層を削減する必要性について国際的な関心が高まっ
た.その後,開発関連の国際的な会議が次々と開催され,開発援助の優先的
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な政策が明確化されつつある.その結果, 2001年までの10年近くにわたっ
て低下傾向にあった先進諸国からの政府開発援助(ODA)は, 2001年の
524億ドルから5年間で倍増し, 2005年には,過去最高の1068億ドルを記
録した13)開発援助政策の国際的動向は,明らかに21世紀に入って変わり
つつある…
21世紀の開発問題に関する国際的潮流として, CD　国家中心の開発から
人間中心の開発へ, (2)単独の開発問題から環境,人権,安全保障を含む包
括的な開発問題へ, (3)インプット(援助総塀)重視からアウトプット(揺
助成果)・アウトカム(援助効果)重視(成果主義)へ　という3つの流れ
が確認できる.
(1)人間中心の開発
開発途上国の国レベルでの経済開発を開発援助の目的とする従来の考え方
に対して,開発援助が必ずしも貧困層の人々の生活向上に役立っていないと
いう認識の下に,低所得層の一人ひとりの人間の生活向上に直接役立つもの
を援助しようという考え方は,すでに1970年代のベーシック・ヒューマン…
ニーズ(BHN)という考え方に見られた.その結果,経済開発だけでなく,
教育,保健衛生などの社会開発も重視されるようになってきた.
国連開発計画(UNDP)は,さらに開発の視点を「国家」から一人ひとり
の「人間」に移し, 1990年には「人間開発(human development)_　という
概念を打ち出した. 「人間開発」とは, 「人々の選択肢を拡大するプロセス」
と定義されている棚.また,この人間開発の度合いを示す指標として, -
人当たりGDPなどの経済指標だけでなく,出生時平均余命,識字率など,
人間開発の多様な側面に着目して測定することを目的とした「人間開発指標
(human development index: HDI)」が導入されたIS)
この考え方は, 「人間を開発の中心に置く」という1995年の国連世界社会
開発サミット(コペンハーゲン)の宣言にも反映されている16)また,翌
96年に発表された経済協力開発機構(OECD)の開発援助委員会(DAC)
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の「新開発戦略」においても,人々の生活の質の向上を開発の目的として設
定している17)…　日本においても, 2005年に策定された「政府開発援助に関
する中期政策」において, 「人々を中心に据え,人々に確実に届く援助」の
重要性を指摘しているln.
このように,今日の開発援助の理念は,人間を開発の中心に置き(human-
centered development),個々の人間の生活,福祉　幸福を重視することを目
的とするように変化してきている…
したがって,開発援助の目的は,開発途上国の国レベルの経済開発ではな
く,途上国の人々の人間開発であり,経済開発はその手段に過ぎないと認識
され,ベーシック…ヒューマン・ニ-ズの充足　公平性　ジェンダ-平等,
環境像全,民主主義と参加などを重視した開発援助の必要性が唱えられるよ
うになってきている.
(2)開発開音の包括化
1972年の国連人間環境会議(ストックホルム)を契枚として環境問題に
国際的な関心が集まると,開発により環境が破壊されるという認識から,開
発と環境を二者択一的にとらえ,環境保護を訴える先進国と,開発を優先さ
せたい開発途上国とが対立するようになっていった…　これに対し, 1987年
に環境と開発に関する世界委員会は「われら共有の未来(Our Common
Future)」と題する報告書の中で,環境保護と開発とを両立させる「持続可
能な開発(sustainable development)」という概念を提唱した. 「持続可能な
開発」とは, 「将来の世代がそのニ-ズを満たす能力を損なわないように,
現在の世代のニーズを満たすような開発」と定義されている19)その後92
年に1)オデジャネイロで開催された環境と開発に関する国際会議(地球サ
ミッりや, 2002年にヨハネスブルグで開催された持続可能な開発に関す
る世界サミットでも,持続可能な開発を達成するための具体的な取り狙みに
ついて協議されている.
このように, 1980年代以降,持続可能な開発という概念の下,開発問題
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と環境問題とを合わせて議論するようになってきた.
また, 1990年代には,上記のように人間を中心に置く開発理念が提唱され
人権の要素が開発問題に取り入れられるようになった. 1993年にウィーン
で開催された世界人権会議では,人権としての「発展の権利」が確認され
た20). UNDPも,人間開発指額(HDD　に人権関連の指額(ジェ-/ダー平等
など)を取り入れ, 1998年には「持続可能な人間開発-の人権の統合」と
いう政策文書を発表している21)このように,開発援助活動における人権
の主流化(streamlining human rights)が主張されるようになり,開発は,
今や人権とも関連する問題となっている.
さらには, 1994年にUNDPが人間開発報告書の中で「人間の安全保障」
という概念を提唱したことにより,開発問題が安全保障問苛とも関連付けて
議論されるようにもなってきた22) 「人間の安全保障」とは,テロ1)ズムや
麻薬,感染症の蔓延など,地球規模の新たな危機が高まる中で,安全保障の
焦点を国家のみを対象とするものから人々を含むものへと拡大するものであ
り, 「人間の生にとってかけがえのない中枢部分を守り,すべての人の自由
と可能性を実現すること」と定義されている.そのためには,人々の生存,
生活,尊厳を確保するために人々の「保護と能力強化」が必要とされてい
る23)
また,従来,平和と安定が開発の前提条件と捉えられていたのに対し,最
近では,貧困が紛争の根本原因となりうるという認識から,紛争を未然に予
防し,または,紛争後に紛争の再発を防止することにより,永続的な平和を
確立する(平和構築)ためには,従来からの国家の安全保障の視点だけでな
く,人間の安全保障の視点に立ち,紛争後の国民和解,兵士の社会復帰,戟
労支援や,長期的な開発も視野に入れた活動が必要であることが指摘されて
いる.紛争後の緊急援助から長期的開発への継ぎ目のない移行が求められる
所以である.
このように,開発は,もはや単独の問堪ではなく,環境,人権,安全保障
問題と関連する包括的な問題となってきているのである.
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(3)援助効果重視(成果主義)
世界中で約5人に1人が絶対的貧困の状態にいる現在'241,貧困を削減さ
せるた蜘こは,多大な開発援助資金が必要であり,開発資金量の増大が必要
であることは明らかである.しかし,現実には各援助国とも国内的にも経済
問題を抱えており,無尽蔵に援助資金を拡大するわけにも行かない.必然的
に,援助国,被援助国ともに,少ない援助資金を有効に利用することにより,
援助効果を挙げる必要に迫られる.そこで, 2000年以降はとくに,どれだ
け開発援助に資金を投入するかというインプット(援助稔額)重視から,ど
のような援助活動を行い,その結果どのような効果を得られたかというアウ
トプット(援助成果) …アウトカム(援助効果)重視の成果主義へと国際社
会の関心は移りつつある.
そのため,第一に,効果を測定する基準となる開発目標の設定が必要であ
り,ミレニアム開発目標(MDGs,後述)という具体的な目標が明確に示さ
れるようになった.
第二に,援助国・機関(ドナー)と被援助国の協力(パ-トナ-シップ)
に基づき,開発目標を達成するための開発戦略を両者が共有することにより,
重複のない,効率的な援助活動が求められている.国際通貨基金(IMF)早
世界銀行が包括的開発枠組(Comprehensive Development Framework:
CDF,後述)に基づく貧困削減戦略文書(Poverty Reduction Strategy Paper:
PRSP,後述)を導入したのは,このような意図からである…
また第三に,援助効果を高めるために,共通の開発戦略の策定のみならず,
援助国・機関と被援助国の会計…管理制度そのものも調和化…整合化する試み
が始められている…
第四に,開発援助活動は適切に監視され,得られた成果は先に決められた
基準に基づき測定…評価されなければならない…　そして,その測定・評価結
果により,目標を達成できた途上国により多くの資金を投入するという成果
主義が導入されつつある.
さらに第五に,被援助国の政府が腐敗・崩壊している場合には効率の良い
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援助活動が行えないため,当該国政府の腐敗防止,民主化といった統治(ガ
バナンス)の問題をも扱わなければならない.また,当該国の市民社会や民
間部門の参加を踏まえた主体的な開発活動(オ-チ-シップ)が求められて
いる.
このように,昨今の国際社会は,援助活動の量的なインプットより,質的
なアウトプット…アウトカムを重視している.
では,このような国際的動向が,具体的に,どのように国連や開発金融機
関(MDBs)などの国際機構の政策に現れているのだろうか.
2,国際機構の開発援助政策
(l)国連
国連は,国際援助コミ3.ニティーを代表する組織である…　2002年にヨハ
ネスブルグにおいて開催された持続可能な開発に関する世界首脳会議で採択
された「ヨハネスブルグ宣言」の中で,国連は, 「持続可能な開発を推進す
るのに最も適した立場にある,世界で最も普遍的で代表的な機関である」と
認められている25)以下では,国連を中心とした国際会議において,どの
ような政策が捷言されてきたかを概観する.
①　2000年9月「ミレニアム宣言」
「ミレニアム宣言」は, 147の国家元首を含む189の加盟国代表が参加し
た国連ミレニアム総会において採択された宣言で, 21世紀の国際社会の目
標を明記したものである.開発および貧困撲滅はその目標の一つとして挙げ
られており,すべての人々が開発の権利を実現し,欠乏から解放されるべき
ことを言明している…
この宣言の第3節の中で,のちに「ミレニアム開発目標(MDGs)」とな
る具体的目標に言及している.同宣言はまた,開発の成否は,国内の良い統
袷(グッド…ガバナンス)に係っていることも指摘している.
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②　2001年9月「ミレニアム開発目標(MDGs)」
「ミレニアム開発目標(MDGs)」は,ミレニアム宣言の第3節に言及され
た開発目標の進捗状況を評価し,開発状況の共通理解を確保するために,国
連事務局, IMF, OECD,世界銀行が協議し策定した,包括的な開発目標で
ある. MDGsでは,基準年を1990年として, 2015年までに達成すべき具体
的な8つの目標, 18のターゲット, 48の指標を掲げている2fi>
MDGsは, 「国連ミレニアム宣言の履行に向けた行程表」 27'と題する事務
総長報告書の付録として公表されているため,米国などは, MDGsは国連事
務局内部の文書にすぎず,加盟国を拘束するものではないと理解している28)
しかし,多くの国がMDGsの達成をEI指し,また,援助効果がMDGsの達
成の度合いに基づいて評価されているのも事実である,
MDGsの進捗状況に関する評価は,すべての援助関連狙織の協議により,
包括的開発枠組(CDF),および,貧困削減戦略文書　CPRSP)に基づいて行
われる.しかし,開発の第一義的責任は当該被援助国にあるので, MDGsの
進捗状況を評価するための被援助国の能力開発(national capacity building)
も重要となる.
③　2002年3月「モンテレー合意」
MDGs達成のために必要な開発資金を開発途上国に円滑に流入させるため
の方策を示すことを目的として, 2002年には,国連の下でモンテレ-開発
資金会議が開催された…　同会議では, ODAの増額および貧困国の債務緩和
を中心とするモンテレー合意がなされた.
開発援助資金については,当時年間500億ドルだったODAの倍抽つまり,
500位ドル増額するために,先進国は国民総所得(GNI)の0.7%をODAに
当てるべきであるという, 1975年の総会決議の内容が再確認された. OECD
のDAC22カ国がこの目標を達成すれば, ODA拠出額は3倍になると推計さ
れている29)
また,モンテレー合意は,援助活動の結果を重視し,そのためにグッド・
開発分野における国際的改革動向　　39
ガバナンス,健全な経済政策,民主化の促進,インフラの改善,汚職の撤廃
など,被援助国の主体的役割(オーナーシップ)を重視している.
④　2002年9月「ヨハネスブルグ宣言」
2002年にヨハネスブルグで開催された持続可能な開発に関する世界首脳
会議には, 104カ国の首脳を含む191カ国から2万人以上が参加した.この
会議では, 1992年に開催された地球サミットの成果の実施状況を包括的に
評価し,アジェンダ21の更なる実施のための方策や,地球サミット以後の
新たな課題について討議することが目的であった.しかし,議論の最大の焦
点は,開発途上国の貧困間輝であった30)
「ヨハネスブルグ宣言」では, 「人間社会を富める者と貧しい者に分断する
深い溝と,先進国と開発途上国との間で絶えず拡大する格差は,世界の繁栄,
安全保障および安定に対する大きな脅威となる」と明記し311開発問題が,
世界の安定・安全保障に関連しているという認識を示している.
また, ODAの対GNI比0.7%という目標については, 「政府開発援助が国
際的に合意されたレベルに達していない先進国に対し,具体的努力を行うよ
うに要請する」 32)と,目擦達成期限は設けないものの,その重要性を強調
している.
なお,同宣言が,持続可能な開発を推進するための主導的な役割は国連に
あると言及したことは既述の通りである.
<D　2003年2月「ロ-マ調和化宣言」
2003年に開催されたローマ調和化ハイレベル・フォ-ラムでは,開発援
助資金の増額と合わせて,開発効果の更なる向上が必要であるとの認識から,
開発効果向上の一方策として,開発途上国側の政策・制度に援助国・機関の政
策・制度を調和(整合化)させていくことが議論された.その際,調和化の
前提として, MDGsと貧困削減戦略文書(PRSP)の相互連携が重要である
ことが指摘された,また,開発途上国ごとに調和化を実施することが推奨さ
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れた33)
調和化問題が1996年にOECD/DACの援助効果作業部会において議論さ
れ始めた当初は,開発途上国の取引費用(transaction cost)削減のために援
助国・機関の中で相互に援助手続きを調整することを目的としていたが,玩
荏では,援助国・機関間の調整のみならず,開発途上国の政策…制度に援助国・
機関の政策・制度を合わせること(整合化)を目指している.
⑥　2005年2月「援助効果向上にかかるパリ宣言」
2005年のパリ援助効果向上ノ、イレベル・フォ-ラムでは,ロ-マ調和化
宣言の実施状況を評価し,具体策を取りまとめ,援助国・機関と開発途上国
との間で経験を共有することを目標としていた.その結果採択された「援助
効果向上にかかるパリ宣言」では,ロ-マ調和化宜言と比較して,行動志向
的な行動計画を示し,モニタリング・メカニズムとして具体的数値目標を設
定した…　また,ローマ調和化宣言以降の課題であったオーナーシップ(開発
途上国が開発援助政策および計画を主導する),調和化(援助国.機関間で援
助調整を行う),整合化(開発途上国の援助戦略および制度に援助国・機関が
援助活動を合わせる)に加え,相互説明責任(援助国・機関と開発途上国の
両者が援助成果に関して責任を負う),および,開発成果マネジメント(壁
ましい結果を達成する)が新たな課題として示された34)
パリ宣言の実施状況に関して2006年に行われたOECD/DACの調査によ
れば,依然として援助活動の重複が見られ取引費用が高くついていること,
より一層のオ-ナ-シップを高めるために開発途上国の能力開発が必要であ
ること,開発成果マネジメントを達成するためにより多くのことが必要とさ
れていること,などの点が指摘されている35)…
⑦　2005年9月「世界首脳サミット成果文書」
2005年には, MDGsを含むミレニアム宣言の評価が行われ　9月に開催さ
れた国連首脳会合(世界サミット)において採択された「世界首脳サミット
関野分野に*蝣.一蝣;トi-iS町tf'cS吊もl*'l iI
成果文書」では, MDGsを含む一連の開発目標を実現するとの強い決意を表
明した.その中で,各国は自国の開発について第一義的な責任を有すと明記
し,開発途上国のオーナーシップと,援助国・機関とのパートナーシップが
強調されている36)
また,開発援助資金量については, 2015年までにODAの対GNl比o… 7%,
2010年までに少なくとも最低0…5%の目標達成等に向けて多くの先進国がタ
イムテ-ブルを策定した結果,開発資金が増加したことを歓迎し,同時に,
未だタイムテーブルを策定していない先進国に対しては,具体的な努力を促
している37).
以上のように,国連を中心とした国際会議で表明された国際的な開発援助
政策の焦点は二つある.第-に,援助の量については, MDGsを達成するた
めに援助資金の増額が必要であり,具体的目標としては,各援助国は2015
年までにODAの対GNI比を0.7%にするということである.そして第二に,
援助の質については,援助の効果を高めることが必要であり,そのための手
段として,調和化・整合化,オーナーシップ,相互説明責任,および,開発
成果マネジメントを高めることが必要であるということである.
(2)世界銀行(国際復興開発銀行〔IBRD〕および国際開発協会〔IDA〕)
性界銀行(世銀)の援助目的も, MDGsに代表される貧困削減にある.
1996年に改訂された世銀の業務規則には, 「世界銀行の使命は持続可能な貧
困削減である.」と明記されている38:また,貧困は人々の機会と能力が欠
如している状態であるから,貧困を削減し,人々の機会を拡大し,能力を虫
化し,安全を強化することが世銀の任務であるとされている391
①　援助の量
援助の量については,2007年度(2006年7月1日　-2007年6月30日)は,
世銀の融資,保乱　グラントを含む承認額は, 247億ドルで, 2006年度を4%
上回っている.とくに,低所得国(一人当たり年間国民所得の上限が1025
蝣r m町Lt1辞*d埠　等1蝣.'->　単t・ご　td弓
ドル)に対して譲許的融資を行う世界最大の機関であるIDAの融資額は,
過去最高の119億ドルで,前年を25%上回っている. IDAは,重い債務に
苦しむ貧困国の債務を救済する重債務貧困国(HIPC)イニシアティブで
180億ドル,債務免除を行う多数国間債務救済イニンアティプ(MDRI)で
280億ドルを供与する予定である40)
2006年度にもっとも多くの資金を受けたのはアフリカで, IDA融資の
49%を占める58億ドルであり,アフリカが重視されていることが分かる41)
開発援助によって経済成長を促進することで,問凌的に貧困削減を進める
という経済成長媒介戦略に対しては,大量の援助資金の投入は,必ずしも経
済成長にも貧困からの脱却にもつながらない,という批判もある.しかし,
2007年の年次報告書によれば,世銀の借入国の-人当たり国内総生産(GDP)
の平均成長率は推定6%であり,開発途上国の-人当たりGDPは2000年以
降平均3…9%で成長している.とくに,アフリカ地域の全人口の3分の1以
上を占める16カ国では,過去10年間に4.5%の年間成長率を記録している.
経済成長は,貧困層にも利益をもたらしており,極度の貧困状態にある(1
日1ドル以下で生活する)人々の数は, 1990年以降,初めて10億人を下回っ
た.したがって,開発途上国が成果を挙げつつあるのは明白であり,今こそ
その成果に見合うよう援助を拡大するときである,というのが世銀の認識で
ある蝣12)
②　援助の質
援助活動の調和化を通した援助効果向上については,世銀は1998年から
取り組んできた.同年の世銀IMF年次総会において,開発と援助-の新
たなアプローチとして包括的開発枠組(Comprehensive Development
Framework: CDF)の導入が提唱された43).これは,被援助国のオ-ナ-シッ
プを基本とし,被援助国政府の主導の下に,開発に携わるさまざまな援助主
体(援助国・機関, NGO,市民社会等)の参加を得て開発課題に取り組むと
いう,包括的なアプローチである.
糊や寸If'こhi+ i'詞?.」t¥l上地帆蝣'蝣]　」.i
そして,翌99年の世銀IMF年次総会において,債務救済または世銀の
譲許的融資を受ける開発途上国は,このCDFに基づき,貧困削減戦略文書
(Poverty Reduction Strategy Paper: PRSP)を策定することが決定された・
PRSPは,貧困削減を目的として,被援助国の国家開発戦略における優先順
位と実施過程を包括的に示した3ヵ年の実行計画である44)このPRSPが各
援助国・機関やNGOなどの参加を待て作成されることにより,援助国・機関
間の協調が促進され,効果軌　効率的な活動が行われるようになってきてい
る.
世銀自身も, PRSPに基づき,被援助国ごとに世銀自身の援助政策である
国別援助戦略(Country Assistance Strategy: CAS)を策定し,当該国の政府
開発目標・政策に基づき,他の援助国・機関の援助動向も考慮に入れた効率的,
効果的な活動を目指している45)
また,援助効果向上の取り組みとして,より対象を選別し,良い援助結果
を示している国に援助資金を多く与える(results and resources meeting
approach)という成果主義を重視し,アフリカの開発途上国において,この
方式が試験的に導入されている46)
醍力開発を通したオ-ナーシップ,相互説明責任,および,開発成果マネ
ジメントの向上については,低所得国,中所得国のいずれにおいても, 2007
年度に世銀の融資承認額がもっとも多かったセクターは,法律・司法・行政セ
クターとなっている47)このことからも,汚職防止,ガバナ-/スの向上を
通して開発成果マネジメントおよび援助効果の向上を図ることが重視されて
いることが理解される…
なお,成果主義を導入することにより,成果が見られる国には多くの援助
が与えられる一方で,紛争後の状態などにある脆弱な低所得国には援助が行
き渡らなくなる可醍性がある.そこで, 2007年に世銀理事会は,危機的状
況や非常事態に対する世銀の迅速な対応を強化し,脆弱な国家-の制度的支
揺,長期的な取り組みを換化する新たな戦略を作成している.また,国連平
和構築委員会やOECD,/DACとのパートナーシップも構築し始めている48ク・
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(3)経済協力開発機構…開発援助委員会(OECD,/DAC)
ODAの量の維持・拡大　および,測定可能な目標設定と開発成果の評凪
という21位紀の開発援助政策の基礎を提示したのは,経済協力開発機構の
開発援助委員会(OECD,/DAC)であった. DACは1996年に「新開発戦略(21
世紀に向けて:開発協力を通じた貢献)」を採択し,地球上のすべての人々
の生活向上を目指し,開発援助の具体的な目標と達成すべき期限を設定し
た49㌧　これがミレニアム宣言を通してMDGsへと発展していったのである.
最近では,援助効果向上問題に加え,安全保障関連活動のODA適格性の
問題がDACで議論されている.具体的には,治安維持活動のうち非軍事的
な活動についてはODAとして認めるべきであるとの認識から, 2005年には,
児童兵士の雇用防止,治安維持のための市民社会の強化,小型武器対策は
ODA適格性が認められた.またPKOについては,分担金の7%をODAに
計上することが認められた50)
また, DACは, DAC以外の援助供与国(韓国,トルコ,バルト3国,中国,
インドなど)との協力関係の構築を行いつつあり,統計分野での協九　援助
活動の好事例(goodpractice)の共有などを図っている.
以上のように,主要な国際機構の開発援助政策においても,貧困削減を中
心としたMDGs達成のために,援助の量の増大および質の向上が重視され
ており,質の向上については,援助効果向上と被援助国の能力開発という課
題があることが明らかとなった,
おわりに
本稿では,開発の分野における国連改革の背景を明らかにする目的で,お
もに2000年以降の開発援助政策の国際的改革動向を検討してきた.その結
果,以下の点が明らかになった,
第-に,今日の開発援助の目的は,貧困削減を中心としたMDGsを達成
することである…　そしてその中心的な援助対象国は,アフリカ地域である.
開発分野における国際的改革動向　　45
第二に, MDGs達成という目的を達成するための手段として, ODAの量
の拡大と,質の向上という二つの課題がある.
量の拡大については, 2001年以降, ODA総額が増加の傾向にあるとはいえ,
MDGs達成のためにはまだ資金量が十分とはいえない.したがって, ODA
の対GNI比0.7%という国際的目標を達成することが不可欠である.
質の向上については,援助国…機関の開発援助政策・制度を被援助国の政策・
制度に整合化し,援助効果を向上させるという課題と,能力開発を通して被
援助国のオ-ナーシップを高める,という課題があることが明らかになった…
このような開発援助政策に関する国際的な改革動向を踏まえた上で,国連
の開発業務活動の改革の方向性も決められなければならない.
国連の開発業務活動は,加盟国からの自発的拠出金に依存している.その
ため,国連白身の努力により援助の量的な拡大を行うことは困難であろう.
したがって,国連自身の努力を傾注すべき点は,開発業務活動の効率・効果
を高めることである.効率・効果向上について国連では, 2005年の成果文書
に基づき, 2006年に「開発・人道支援…環境分野の国連システムの一貫性に
関する国連事務総長ハイレベル…パネル報告書」が事務総長に提出され,国
連システム内の調和化を目指している51).国連システム内の調和化を目指
す試みはまだ始まったばかりである. MDGs達成に向けて,国連の開発業務
活動のより一層の効率・効果向上が求められている.
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International Trends in Developme:tnt Assistance Policy
-With a View to Clarifying Reform Process of
UN Operational Activities for Development-
Hiroko Akizuki
This thesis is a preliminary analysis of international trends in development assistance
policy with a view to cl;訂正ying the reform process of the United Nations (UN) operational
activities for development. The main丘ndings of this thesis are as follows:
First, the current goal of development assistance is to attain the Millennium Develop-
ment Goals (MDGs) for poverty reduction.
Second, to this end, it is necessary to increase the quantity of development assistance,
and to improve aid quality, i.e., efficiency and effectiveness.
Third, in order to reduce poverty, it is necessary to attain the international target that
the official development assistance (0工)A) ratio to gross national income (GNI) should be
more than 0.7%.
Forth, m order to improve aid efficiency and effectiveness, it is essential that develop-
ment assistance policies/systems of donors, including UN system organizations, be
aligned to those of developing countries. It is also necessary to improve ownership of de-
velopmg countries through capacity building.
These international development policies should be reflected in the reform process of
UN operational activities for development.
UN operational activities for development are h:nded through v0.1untary contributions
from member States… It is, therefore, difficult for the UN itself to increase financial
resources for development. Thus, the UN has to increase efficiency and e:廿:ectiveness of
its own operational activities…
In view of improving aid efficiency and effectiveness, the Secretary-General's High-
level Panel on System-wide Coherence submitted its report "Delivering as One" to the
Secretary-General in November 2006… It is still early to evaluate the impact of this
report. However, further improvement of aid efficiency and effectiveness is vital for
attainment of MDGs…
